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研究成果の概要（和文）：従来の京都議定書を提携形成とみなす説への代替的な仮説として、責任論に基づく他者依存
型選好のもとで、全体提携の合意とみなせるという可能性を提示した。また、パリ協定もそうであるが、カンクン合意
のように、将来の削減量を先に指定し、その割り振りを後で決めるタイプの交渉設計が非効率性を発生させることがあ
りうることを示した。より理論的な貢献として、投票システムなどのもとでの提携形成とその結果を、非標準的な提携
として解釈しながら、進化ゲームや実験の成果も含めた多面的な分析手法によって提示し、情報や動学の問題も検討し
た。

研究成果の概要（英文）：As an alternative hypothesis to the dominant view that Kyoto protocol implies a 
coalition of developed countries assumes the responsibility to cut down emission levels of the GHG gases, 
we propose a possibility that others regarding preferences based on responsibility of historical 
emissions induce Kyoto protocol as an agreement of all. We also showed that the design of negotiation 
like Cancun Accord as well as Paris agreement, with setting a global emission target at a certain future 
date with each country’s obligation to be determined in the future may create a possibility of 
inefficiency. As more academic achievements, we showed the patterns of coalition formations and their 
consequences under voting schemes or other forms of bargaining, via variety of methods including the 
evolutionary game theory or econimic experiments and we also showed results concerning information and 
dynamics.

研究分野： 応用経済学
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１．研究開始当初の背景 
ヨーロッパを中心に、京都議定書を公共財供
給問題における部分提携形成と見なし、ただ
乗りに相当する拘束的排出削減への不参加
国を拡大する提携拡張政策の研究が盛んに
行われていた。米国ではむしろ京都議定書の
欠陥を指摘する研究が中心で、その代替策が
研究の中心であった。途上国では議定書のメ
カニズムについての理解が深まるにつれて、
メカニズムの継続拡大や、卒業や、削減義務
から独立した資金援助を主張する郎超が主
であった。 
 
２．研究の目的 
気候変動枠組条約（UNFCCC）の下で採択
された京都議定書の第一約束期間に続く時
期の、国際的な温室効果ガス排出にかかわる
協調体制は、期限の 2012 年が近づいている
がその先行は定まらず、また、我が国の主張
でもある途上国の有意な参加も実現の見込
は見えていない。他方、環境協定への参加の
枠組みとその拡張方法についての議論が契
機となって、公共財供給モデルに適用された
提携形成モデルに基づくゲーム理論アプロ
ーチによる研究が盛んになってきている。本
研究計画は、これまでの組織間提携をはじめ
とする提携形態の多様化研究をもとに、より
提携のあり方に多様性を許すアプローチに
基づいて、交渉の行く末と可能な枠組みにつ
いての分析を深めることにより、国際的な協
調枠組みについての可能なオプションを探
り、また、転機にある我が国の気候政策の検
討を主目的とする。同時に、交渉の現実の進
展状況から、理論的な考察へとフィードバッ
クをもたらし、新たな理論的な知見の獲得や、
技法の開発をも目指すことが副次的な目的
である。 
 
３．研究の方法 
メカニズムをはじめとする条約に盛り込ま
れるオプションの比較検討と、提携拡大策に
かかわる経済理論を用いた評価が第一であ
る。これに先立つ研究としての、多様な構造
を許した提携形成モデルの拡張と適用も同
時に重要な役割を果たす。これに、数量的な
評価を用いて政策評価を行うグループとの
研究協力や、背景となる重層的な構造を持つ
合意形成モデルの評価に対して、学生等をも
対象とした実験、交渉当事者からの聞き取り
などを中心とするフィールドデータの収集、
さらに、政治データの収集などを合わせて用
いる。 
これらの手法を、以下の 4つのテーマに分け
て研究を遂行する。 
１：国際協定と提携形成理論の再検討、 
２：気候変動条約下の交渉の分析、 
３：気候変動にかかわる交渉におけるオプシ
ョンの検討、 
４：不完全な提携の分析の現実的な形態に即
した体系化 

４．研究成果 
(1) 国際協定と提携形成理論の再検討 
京都議定書を提携形成とみなす従来の考え
方と、その拡大についての諸提案を再検討す
る中で、他者依存型選好による定式化によっ
て、京都議定書のような義務が偏在する合意
も全体提携の合意とみなしうる可能性を、例
を用いて示した。これは図書①として公表し
ており、その一般化を現在も検討中である。
具体的には、責任論に基づいて途上国は自国
の削減義務を相対的に低いと見做し、先進国
もそれを暗に認めている場合には、全体提携
の合意においても途上国が全く削減義務を
負わないような合意内容がありうることを
示した。途上国の責任論を先進国が公式に認
めてはいないなど、いくつかの弱点もあるが、
従来説が提携内提携という現実の側面を捨
象しているといったような問題点を回避で
きる利点も備えた見解となる。加えて、京都
議定書の発展が、途上国の有意な参加を求め
て、先進国に対する拘束性を弱める過程を、
提携の解体とは見ずに説明できる可能性を
持っていて、より現実的である利点もある。
一般化としては、相互に責任論について異な
った選好を持ったままでの協定の可能性が
あり、さらには、その「効率性」の意味の解
釈が課題となる。 
 
(2)気候変動条約下の交渉の分析 カンクン
合意のもとでの交渉プログラムに基づいて、
動学的な交渉の枠組みとして、将来の排出総
量に対する目標を掲げながら、逐次的に排出
量を削減するような取り決めの効率性を検
討した。結果として、非効率な交渉結果の出
現がありうることを示し、次いでその原因を
分析し、将来時点での交渉決裂時のポジショ
ンに影響を与えるような決定が途中合意に
おいて導かれるときに非効率性が発生する
可能性があり、京都メカニズムの CDM などが
その役割を果たしうることを示した。具体的
には、まず将来の総削減量について合意した
後、それに先立つ期間の削減量を、途上国の
義務なしで、先進国の削減量を双方で合意す
る水準に決める、最後に、将来時点になって
から、先進国途上国ともに削減義務を負う場
合の交渉が行われる、という手順のモデルを
ナッシュ交渉解を用いながら、将来を見越し
ながら各国が行動する場合の解を求めた結
果に解釈を与えている。この結果は論文⑪ 
を中心にまとめている。カンクン合意のパタ
ーンはより確定的にパリ協定に含められて
いる反面、メカニズムの採用についてはより
消極的になっていることで、このような非効
率性が果たして回避できているかが直近の
課題となる。 
 
(3) 気候変動にかかわる交渉における
オプションの検討 
CDM をはじめとする京都メカニズム、さらに
は、第 2約束期間等に向けて提案された多数



のメカニズムについて、非対称情報下の参加
インセンティブなど多数の理論的側面から
検討してきた。代表的なものは論文⑧図書②
発表⑬であり、そこでは、国連の気候変動枠
組条約事務局の下でのCDM理事会で検討され
ている、CDM ベースライン方法論の標準化の
提案をもとに、先行する研究と組み合わせ、
さらに、オフセットプログラム参加者のもつ
プロジェクトの内容に多様性を許したケー
スを分析している。プログラムをデザインす
る側から見ると、これはいわゆるメカニズム
デザインモデルとして、非対称情報の経済理
論や、組織分析での契約理論などで取り上げ
られている枠組みとなる。上記の問題は、こ
の観点からは、自己選択による参加問題にお
いて、留保水準が私的情報となるケースに相
当するが、国本（論文⑨⑩発表③⑦）は非対
称情報デザイン論の適用範囲を広げる一連
の準備を行い、堀（発表⑯㉔）は、契約理論
と投資保護の理論の観点から情報の役割を
解明していた。とくに、国本らの分析結果は、
微小な資金移転の可能性の存在が、不完備情
報が存在する下でも合意可能な取り決めが
多く存在することを示すものであり、資金に
関する合意とセットに事実上なったパリ協
定の評価に対しては示唆に富んでいる。他方、
堀の、プリンシパルがエージェントとの情報
共有が中程度のとき、その効果がマイナスに
なりうるという観察は、研究成果は、途上国
の国内排出権取引市場にかかわる政策へと
転化してゆくであろう、対外投資に基づく排
出削減計画にたいして、当局、投資家、プロ
ジェクト実行当事者の間で生じうる課題の
分析に貢献しうる成果となっている。本研究
ではこれらの動学、非対称情報の視点からの
分析に、渡邊（発表②）によるオークション
研究などと関連付けて深化させてきていた。
ただし、パリ合意では、大多数のメカニズム
の役割は、依然ペンディング状態となってお
り、その役割はかなり後退した、（あるいは
途上国の参加を促すためにそうした、）とみ
なさねばならず、この方面での研究は、将来
のメカニズムの利用に対しての理論的な準
備という側面が強くなった。 
 
(4) 不完全な提携の分析の現実的な形
態に即した体系化 
先行して行ってきた研究の延長として、一部
交渉参加者による提携形成の可能性や、議会
での多数提携の形成などの分析を、実験やデ
ータに基づく研究も交えて行った。理論分析
では、進化ゲームを用いた分析（論文③）や、
協力ゲーム分析での成果（論文⑥）が得られ
た。さらなる一般化が必要な分析結果もある。 
より具体的に述べると、部分提携の分析はも
っぱら全員が合意することも可能な協議の
場において、協議の過程ないしは協議の結果
として、一部のメンバーによる協力グループ
が形成されることに着目する。議会交渉や国
際交渉などはその典型例となる。これ以外に

も、もちろん、合併に至らない企業間の重層
的な提携など、現実の例は多数存在する。先
行する研究計画の延長においては、全員一致
型交渉における政治的提携の可能性を、特定
の動学的交渉モデルの上で試みている（発表
㉒㉕）。従来の仮定を踏襲している先行研究
の解釈が、むしろ重複型提携を想定する方が
より素直である点に着目した。結果は、部分
的な提携形成を導くものであるが、順番依存
などの点において、改善が必要な点が残され
ている。他方、同じ自らの先行研究において
得た結果が、モデルにやや整合性に欠ける仮
定を採用していたものについて、より整合的
な解釈が可能な設定を見つけて、これについ
て改めて結果を提示しなおす準備を行って
おり、次に述べる成果と組み合わせて公表す
る予定である。その研究では、多数決型交渉
を取り上げ、事前の交渉力決定ステージを伴
う場合の多数提携形成を分析し、非対称均衡
を求めることに成功して、現在も研究継続中
である。 
岡田の進化ゲームアプローチを用いた研究
（論文③）では、多数決型意思決定の下で採
用される政策を分析している。そこでは進化
ゲームで採用される確率的ノイズの入れ方
によって結果が異なることが観察され、結果
のシャープさは異なるものの、多様な社会意
思決定ルールとの興味深い対応関係が得ら
れている。これと並行しながら、社会的ディ
レンマタイプのゲームにおいてグループ内
部統治機構を作れるタイプのゲームの進化
的に安定な結果が、一種の交渉解の拡張に対
応する状態として求められ、また、伝統的な
ゲーム論アプローチによる集団形成型交渉
ゲームの解の分析も継続して行っている（論
文②⑥）。 
渡邊などによる実験分析を用いた加重投票
モデルの下での提携形成分析では、論文④⑤
などの成果が得られたほか、データに即して
政党の投票力を計算する分析では、政党形成
そのものの分析と組み合わせた分析の体系
化へと発展させる可能性について、さらに研
究を継続中である。具体的には、実験におい
て相対的に複雑な投票ルールを用いて被験
者に提携形成機会を与えると、最小勝利提携
に対する被験者の選好に特定のパターンが
現れることを見出し、それとギャムソン法則
の関係などを論じている。この結果は、初期
の理解が行き渡らない段階での気候変動交
渉と近年のより交渉がまとまりにくくなり
つつあるように見える現状との対比につい
ての洞察を与えうるものである。この他渡邊
は、古典的な協力ゲーム界に基づく特許供与
提携の分析や、気候変動条約のメカニズムに
も用いられるようなオークションの実験研
究等を推進した。 
この他、これらの研究から得られた知見、並
びに議会内の政党の投票力指数の研究を前
提にしつつ、政党形成を提携形成とみなしな
がら、かつ、議会内や選挙等における政党間



提携、さらに政党の合併分裂についての関係
を体系的にとらえる研究についての構想を
企画している。また、堀（論文①）は、国際
貿易政策競争についての研究成果を挙げ、そ
の上に各国間の提携形成モデルを分析する
ための基礎作りを行っている。 
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